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各指定試験機関・指定登録機関の状況（①） 
≪試験問題の作成から実施・登録までの過程≫ ≪試験実施体制≫ 

（試験問題の作成から実施までの業務） 
３月～５月 ： 試験委員の選任 
    ３月 ： 試験委員会年間会議説明（厚生労働省） 
    ６月 ： 選任の届出（厚生労働省）       
    ７月 ： 試験委員の発令 
８月～１月 ：   試験委員会 
         （方針決定・出題依頼、問題選定、決定、校正） 
    １月 ： 願書受付（試験問題部数決定） 
    ２月 ： 問題印刷 
    ３月 ： 国家試験実施 
    ３月 ： 採点処理 
    ３月 ： 試験委員会 （合否判定） 
    ３月 ： 合格発表 
                                            
 ○試験委員会 
   ・年７回実施        
   ・試験委員長、副試験委員長及び試験委員  ４２名 
   ・財団側は理事長、専務以下４名 
   ・資料作成の期間として委員会毎に２～３週間が必要 
 
 ○試験委員 
   医学及び工学の大学教授、准教授、病院長及び養成校

の専任教員 
  
 ○出題は、１８０問 

①試験委員の確保 
   医学及び工学の大学教授、准教授、助教、病院長及び 
  養成所の専任教員等の有識者の確保を行っている。 
 
②出願受付・審査（平成２３年度） 
   出願者数 ２、００８人 
   受験者数 １，９５９人    
 
③試験会場の確保 
   毎年、全国で４ヶ所。受験者数に対応した大学 
  キャンパス等の試験会場を確保している。 
 
④試験運営 
   ・試験の実施箇所・場所  
     北海道、東京都、大阪府及び福岡県 
   ・担当人員数 
     財団本部 ７人 
     試験会場総括者、会場本部員、主任監督者 
     及び監督員 約２００人  
   ・ 試験本部長、試験本部員、試験総括者、監督主任者 
    及び試験監督員を配置し、試験の厳正かつ円滑な実施 
    を図っている。 
     
⑤合格発表 
  ・財団及び厚生労働省にて合格者名簿を公表 
  ・合格証を送付 
  ・ なお、速報として、財団及び厚生労働省のホームページ 
   において公表  
 

(財)医療機器センター 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（②） 

≪試験手数料の積算根拠≫ ≪試験事務の収支状況≫ 

○受験手数料：３０，８００円（平成２３年度改訂時） 
    人件費  ２３，９００千円 
   物件費  ３７，７３１千円 
     計   ６１，６３１千円 
 
   出願者数の平均（過去３回）  １，９７９人 
   受験者数の平均（過去３回）  １，９３３人 
  
   今後の動向を見据え出願者数を２，０００人とした    
     
     ６１，６３１千円÷２，０００人≒３０，８１５円 
 
    １件当たり計上単価 ３０，８００円 
 
 

（平成２２年度実績） 
  収入 ７１，８２６，９８６円 
  支出 ７１，７８３，３１８円 
  収支      ４３，６６８円 

 
 

    
過去３年度分の収支状況 
（参考）収支状況の推移 
 
 
 
 
 
 ※収支に投資額は含まない。 

年度  平成19年度  平成20年度  平成21年度  

収支  △10,533,390円  △14,722,824円  2,040,491円 

次期繰越 56,380,359円  41,657,535円  43,698,026円 

(財)医療機器センター 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（①） 
≪試験問題の作成から実施・登録までの過程≫ ≪試験実施体制≫ 

（試験問題の作成から実施までの業務） 
    ～５月 ： 試験委員の選任 
     ６月 ： 試験委員の発令       
     ６月 ： 選任の届出（厚生労働省） 
７月～１２月 ：   試験委員会 
          （方針決定・出題依頼、問題選定、決定、校正） 
     １月 ： 願書受付（試験問題部数決定） 
     ２月 ： 問題印刷 
     ３月 ： 国家試験実施 
     ３月 ： 採点処理 
     ３月 ： 試験委員会 （合否判定） 
     ３月 ： 合格発表 
                                            
 ○試験委員会 
   ・年６～７回実施。        
   ・試験委員長及び試験委員  １６名 
   ・財団側は理事長、常務理事以下３名 
   ・資料作成の期間として委員会毎に１～２週間が必要 
 
 ○試験委員 
   医学、工学、理学療法士、作業療法士、義肢装具士の大

学教授、准教授、病院長及び義肢装具士学校・養成校の専
任教員 

  
 ○出題は、１００問 
 

 ①試験委員の確保 
    医学、工学、理学療法士、作業療法士、義肢装具士の大

学教授、准教授、病院長及び義肢装具士学校・養成校の
専任教員等の義肢装具に関する有識者の確保を行って
いる。 

 
 ② 出願受付・審査 
     出願者数 ２２３人（平成２３年度） 
 
 ③ 試験会場の確保 
    全国で１カ所 
  
 ④ 試験運営 
   ・試験の実施箇所・場所 
     東京都 
   ・担当人員数 
     財団本部  １人 
     試験会場総括者、監督主任者及び監督員  ６人       
   ・ 試験総括者、監督主任者及び試験監督員を配置し、 
    試験の厳正かつ円滑な実施を図っている。  
  
 ⑤ 合格発表 
    ・財団及び厚生労働省にて合格者番号を公表 
    ・合格証書を送付 
    ・なお、速報として、財団及び厚生労働省のホームページ  
     において公表 
  

(公財)テクノエイド協会 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（②） 

≪試験手数料の積算根拠≫ ≪試験事務の収支状況≫ 

○受験手数料：５９，８００円（平成２３年度改訂時） 
    人件費  ４，４０５千円 
   物件費  ８，０９３千円 
     計  １２，４９８千円 
 
   受験者数（平成２３年度受験見込者） 
                 ２０９人 
    １２，４９８，０００円÷２０９人≒５９，７９９円 
 
   １件当たり計上単価 ５９，８００円 
 
  

（平成２２年度実績） 
  収入 １３，１１４，８０２円 
  支出 １２，６４６，０５５円 
  収支      ４６８，７４７円（※） 

 
（※）東日本大震災の影響による交通機関不通に伴
う試験委員会欠席者の委員手当及び旅費等 

    
過去３年度分の収支状況 
（参考）収支状況の推移 
 
 
 
 
 
 ※収支に投資額は含まない。 

年度  平成19年度  平成20年度  平成21年度  

収支  △914,798円  0円  0円 

次期繰越 0円  0円  0円 

(公財)テクノエイド協会 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（①） 

≪試験問題の作成から実施・登録までの過程≫ ≪試験実施体制≫ 
（試験問題の作成から実施までの業務） 
 ３月～５月 ： 試験委員の選任 
     ６月 ： 試験委員会年間会議進行説明（厚生労働省） 
     ６月 ： 試験委員の発令       
     ７月 ： 選任の届出（厚生労働省） 
８月～１２月 ： 試験委員会 
         （方針決定・出題依頼、問題選定、決定、校正） 
     １月 ： 願書受付（ 試験問題部数決定） 
 １月～２月 ： 問題印刷 
     ３月 ： 国家試験実施 
     ３月 ： 採点処理 
     ３月 ： 試験委員会 （合否判定） 
     ３月 ： 合格発表 
 
（免許登録等の業務） 
 ３月～５月 ： 新規免許登録業務 
 ４月～３月（随時） ： 書換え、再交付等の免許登録業務 
                                            
 ○試験委員会 
   ・年７回実施        
   ・試験委員長、副試験委員長及び試験委員  ３５名 
   ・財団側は理事長、事務局長以下１１名 
   ・資料作成の期間として委員会毎に２～３週間が必要 
 
 ○試験委員 
   医学、歯科医学、薬学、歯科衛生士の大学教授、准教授、

病院長及び歯科衛生士学校・養成校の専任教員 
  
 ○出題は、２２０問 

 ① 試験委員の確保 
    医学、歯科医学、薬学、歯科衛生士の大学教授、准教授、

病院長及び歯科衛生士学校・養成校の専任教員等の歯
科衛生業務に関する有識者の確保を行っている。 

 
 ② 出願受付・審査 
     出願者数 ３，６８３人（平成２３年度） 
 
 ③ 試験会場の確保 
     毎年、全国で１０カ所。受験者数に対応した大学キャン

パス等の試験会場を確保している。 
  
 ④ 試験運営 
   ・試験の実施箇所・場所 
     北海道、宮城県、東京都、新潟県、愛知県、大阪府、 
     広島県、香川県、福岡県及び沖縄県 
   ・担当人員数 
     財団本部  １１人 
     試験会場総括者、会場本部員、監督主任者及び 
     監督員  約 ２３０人 
   ・ 試験本部長、試験本部員、試験総括者、監督主任者及

び試験監督員を配置し、試験の厳正かつ円滑な実 
     施を図っている。  
  
 ⑤ 合格発表 
    ・財団及び厚生労働省にて合格者名簿を公表 
    ・合格証書を送付 
    ・なお、速報として、財団及び厚生労働省のホームページ  
     において公表 

(財)歯科医療研修振興財団 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（②） 

≪試験手数料の積算根拠≫ ≪試験事務の収支状況≫ 

○受験手数料：１４，３００円（平成１２年度改訂時） 
    人件費  ３１，２２４，０００円 
   物件費  ６４，０７３，０００*円 
     計   ９５，２９７，０００円 
 
   受験者数の平均（過去３回） 
               ６，６３２人 
    ９５，２９７，０００円÷６，６３２人≒１４，３００円 
 
   １件当たり計上単価 １４，３００円 
 
○免許登録手数料：４，７５０円（平成１２年度改訂時） 
    人件費  １５，３４５，０００円 
   物件費  １６，８９７，０００円 
     計   ３２，２４２，０００円 
 
   合格者数の平均（過去３回） 
                ６，７３６人 
    ３２，２４２，０００円÷６，７３６人≒４，７５０円 
 
   １件当たり計上単価 ４，７５０円  
 
 

（平成２２年度実績） 
  収入 ８５，１０８，８３３円 
  支出 ７１，７８５，９０９円 
  収支   １３，３２２，９２４円 
 
 

    
過去３年度分の収支状況 
（参考）収支状況の推移 
 
 
 
 
 
 ※収支に投資額は含まない。 

年度  平成19年度  平成20年度  平成21年度  

収支  6,114,972円  △7,137,299円  34,061,659円 

(財)歯科医療研修振興財団 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（①） 
≪試験問題の作成から実施・登録までの過程≫ ≪試験実施体制≫ 

（試験問題の作成から実施までの業務） 
  ２月～４月  ：試験委員の選任 
       ４月 ：試験委員会年間会議進行説明（厚生労働省） 
       ４月 ：試験委員の選任発令 
       ４月 ：選任の届出（厚生労働省) 
  ７月～１月  ： 試験委員会 
          （方針決定・出題依頼、問題選定、決定、校正）                       
      １月 ： 願書受付（ 試験問題部数決定）       
      １月 ： 問題印刷 
      ３月 ： 国家試験実施 
  ３月～４月 ： 採点処理 
        ４月 ： 試験委員会（合否判定） 
        ４月 ： 合格発表 
 
（免許登録等の業務） 
   ４月～６月 ：新規免許登録業務 
   ４月～３月（随時） ：書換え・再交付等の免許登録業務 
 
   ○試験委員会 
   ・年６回実施 
   ・試験委員長、副試験委員長及び試験委員 ４５名 
    ・財団側は理事長、事務局長以下５名 
    ・資料作成の期間として委員会毎に２～３週間が必要 
 
   ○試験委員 
   医学の大学教授、准教授、病院長、副院長及び救急救命

士教育施設の専任教員 
 
   ○出題は、２００問  
 

 ① 試験委員の確保 
      医学の大学教授、准教授、病院長、副院長及び救急救 
   命士教育施設の専任教員等の救急救命業務に関する有 
   識者の確保を行っている。 
 
   ② 出願受付・審査 
       出願者数 約２，６００人（平成２３年度） 
 
   ③ 試験会場の確保 
       毎年、全国で５カ所。受験者数に対応した大学キャンパ

ス等の試験会場を確保している。 
 
   ④ 試験運営 
     ・試験の実施個所・場所 
       北海道、東京、愛知県、大阪府及び福岡県 
     ・担当人員数 
       財団本部 ５人 
       試験会場総括者、会場本部員、監督主任者及び 
     監督員 約１７０人 
     ・ 試験本部長、試験本部員、試験総括者、監督主任者 
    及び試験監督員を配置し、試験の厳正かつ円滑な実施 
    を図っている。 
 
   ⑤ 合格発表 
     ・財団及び厚生労働省にて合格者名簿を公表 
     ・合格証書を送付 
     ・なお、速報として、財団及び厚生労働省のホームページ

において公表    

(財)日本救急医療財団  
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（②） 

≪試験手数料の積算根拠≫ ≪試験事務の収支状況≫ 

○受験手数料：３０，３００円（平成２１年度改訂時） 
    人件費   ２２，６７９，０００円 
   物件費   ５７，５８３，０００円 
     計    ８０，２６２，０００円 
 
   受験者数の平均（過去３回） 
                 ２，６４９人 
    ８０，２６２，０００円÷２，６４９人≒３０，２９９円 
 
   １件当たり計上単価 ３０，３００円 
 
○免許登録手数料：６，８００円（平成２１年度改訂時） 
    人件費   １０，１１７，０００円 
   物件費    ４，７６１，０００円 
     計    １４，８７８，０００円 
 
   合格者数の平均（過去３回） 
                   ２，１８１人 
      １４，８７８，０００円÷２，１８１人≒６，８２２円 
 
   １件当たり計上単価 ６，８００円   

（平成２２年度実績） 
  収入  ９０，６５１，３１１円 
  支出  ９１，３６５，５６５円 
  収支    △ ７１４，２５４円（※） 
 
  （※）受験手数料の引き下げ(21‘～)及び受験者数 
    の減による。 

    
過去３年度分の収支状況 
（参考）収支状況の推移 
 
 
 
 
 
 ※収支に投資額は含まない。 

年度  平成19年度  平成20年度  平成21年度  

収支  20,163,221円  21,114,550円    5,687,168円 

次期繰越 249,995,873円  269,095,085円   30,445,658円 

(財)日本救急医療財団  
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（①） 
≪試験問題の作成から実施・登録までの過程≫ ≪試験実施体制≫ 

（試験問題の作成から実施までの業務） 
 ３月～ ５月 ： 試験委員の選任 
      ７月 ： 試験委員会年間会議進行説明（厚生労働省） 
      ７月 ： 試験委員の発令       
      ７月 ： 選任の届出（厚生労働省） 
 ７月～１２月 ： 試験委員会 
          （方針決定・出題依頼、問題選定、決定、校正、 
           点字・ＣＤ校正） 
     １２月 ： 願書受付（ 試験問題部数決定） 
     １２月 ： 問題印刷 
        ２月 ： 国家試験実施 
 ２月～ ３月 ： 採点処理 
      ３月 ： 試験委員会 （合否判定） 
      ３月 ： 合格発表 
 
（免許登録等の業務） 
 ３月～ ５月 ： 新規免許登録業務 
 ４月～ ３月（随時） ：書換え・再交付等の免許登録業務 
                                            
 ○試験委員会 
   ・年１４回実施        
   ・試験委員長、副試験委員長及び試験委員 ４７名   
   ・財団側は理事長、事務局長以下４名 
   ・資料作成の期間として委員会毎に２～３週間が必要 
 
 ○試験委員 
   医学、東洋医学の大学教授、准教授等及びあん摩マッサー

ジ指圧師、はり師、きゅう師学校・養成施設の専任教員等 
  
 ○出題は、１６０問 

 ① 試験委員の確保 
    医学、東洋医学の大学教授、准教授等及びあん摩マッ

サージ指圧師、はり師、きゅう師学校・養成施設の専任教
員等並びに前述に掲げる者と同等以上の知識及び技能
を有すると認めた者の確保を行っている。 

 
 ② 出願受付・審査 
     出願者数 １２，３６３人（平成２３年度） 
 
 ③ 試験会場の確保 
     毎年、全国で６～１０カ所。受験者数に対応した大学

キャンパス等の試験会場を確保している。 
  
 ④ 試験運営 
    ・試験の実施箇所・場所 
      晴眼者 北海道、宮城県、東京都、新潟県、愛知県、 
            大阪府、広島県、香川県、福岡県、鹿児島県 
      視覚障害者 各都道府県４７カ所 
    ・担当人員数 
      財団本部  ８人 
      試験会場総括者、会場本部員、監督主任者及び 
      監督員  約 ８００人       
     ・  試験本部長、試験本部員、試験総括者、監督主任者 
     及び試験監督員を配置し、試験の厳正かつ円滑な実施 
     を図っている。  
  
 ⑤ 合格発表 
    ・財団及び厚生労働省にて合格者名簿を公表 
    ・成績証明書及び合格証書を送付 
    ・なお、速報として、財団及び厚生労働省のホームページ  
     において公表 

(財)東洋療法研修試験財団 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（②） 

≪試験手数料の積算根拠≫ ≪試験事務の収支状況≫ 

○受験手数料：１１，６００円（平成２３年度改訂時） 
    人件費   ５２，１６４，８５７円 
   物件費  １１５，７６７，５５８円 
     計   １６７，９３２，４１５円 
 
   受験者数の平均（過去３回） 
               １２，５２９人 
    １６７，９３２，４１５円÷１２，５２９人≒１３，４０３円 
    
             １件当たり計上単価 １３，４００円 
    
 
 
         剰余金適正化による見直し １１，６００円 
 
○免許登録手数料：５，２００円（平成１６年度改訂時） 
    人件費  ２２，９３０，０００円 
   物件費  ２１，６２１，０００円 
     計   ４４，５５１，０００円 
 
   合格者数の平均（過去３回） 
                ８，６３２人 
    ４４，５５１，０００円÷８，６３２人≒５，１６１円 
 
   １件当たり計上単価 ５，２００円   

(財)東洋療法研修試験財団 

（平成２２年度実績） 
  収入 ２０１，６６０，５００円 
  支出 １７０，０９９，３０１円 
  収支  ３１，５６１，１９９円 
   
    
過去３年度分の収支状況 
（参考）収支状況の推移 
 
 
 
 
 
  ※収支に投資額は含まない。 
    

年度  平成19年度  平成20年度  平成21年度  

収支  59,560,823円  △18,872,408円  △25,707,906円 

次期繰越 293,065,567円  91,185,183円  61,876,277円 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（①） 
≪試験問題の作成から実施・登録までの過程≫ ≪試験実施体制≫ 

（試験問題の作成から実施までの業務） 
 １月～３月 ： 試験委員の選任 
     ５月 ： 選任の届出（厚生労働省） 
     ６月 ： 試験委員会年間会議進行説明（厚生労働省）       
     ６月 ： 試験委員の発令 
７月～１２月 ：  試験委員会 
          （方針決定・出題依頼、問題選定、決定、校正） 
       １月 ： 願書受付（試験問題部数決定） 
   １月～２月 ： 問題印刷 
     ３月 ： 国家試験実施 
     ３月 ： 採点処理 
     ３月 ： 試験委員会 （合否判定） 
     ３月 ： 合格発表 
 
（免許登録等の業務） 
３月～    ： 新規免許登録業務 
４月～３月（随時） ： 書換え・再交付等の免許登録業務  
                                           
 ○試験委員会 
   ・年１０回実施        
   ・試験委員長、副試験委員長及び試験委員  ４３名 
   ・財団側は理事長、事務局長以下３名 
   ・資料作成の期間として委員会毎に２～３週間が必要 
 
 ○試験委員 
   医学、関係法規等の大学教授、准教授及び柔道整復師

養成学校の専任教員 
  
 ○出題は、２３０問 

 ① 試験委員の確保 
    医学、関係法規等の大学教授、准教授及び柔道整復師

養成校の専任教員等の柔道整復師業務に関する有識者
の確保を行っている。 

 
 ② 出願受付・審査 
     出願者数 ７，１６７人（平成２３年度） 
 
 ③ 試験会場の確保 
     毎年、全国で１０カ所。受験者数に対応した大学キャン

パス等の試験会場を確保している。 
  
 ④ 試験運営 
   ・試験の実施箇所・場所 
     北海道、宮城県、東京都（３箇所）、石川県、愛知県、 
     大阪府（１箇所）、広島県、香川県、福岡県及び沖縄県 
   ・担当人員数 
     財団本部  ４人 
     試験会場総括者、会場本部員、監督主任者及び監督  
     員  約 ４５０人       
     ･ 試験本部長、試験本部員、試験総括者、監督主任者 
     及び試験監督員を配置し、試験の厳正かつ円滑な実施 
     を図っている。  
  
 ⑤ 合格発表 
    ・厚生労働省にて合格者の受験地、受験番号を公表 
    ・合格証書（成績等通知書を含む）を送付 
    ・なお、速報として、財団及び厚生労働省のホームページ  
     において公表 

(財)柔道整復研修試験財団  
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（②） 

≪試験手数料の積算根拠≫ ≪試験事務の収支状況≫ 

○受験手数料：１６，５００円（平成２３年度改訂時） 
    人件費   ５２，０８０ 千円 
   物件費   ９２，３３４ 千円 
     計   １４４，４１４ 千円 
 
   受験者数の平均（過去３回） 
               ７，２４０人 
    １４４，４１４ 千円÷７，２４０人≒１９，９４６円 
 
   １件当たり計上単価   １９，９４６円 
 
      ↓ 剰余金適正化による見直し 
 
    １件当たり計上単価   １６，５００円 
 
○免許登録手数料：４，８００円（平成１６年度改訂時） 
    人件費   ７，９０８ 千円 
   物件費  １３，３１２ 千円 
     計   ２１，２２０ 千円 
 
   登録者数の平均（過去３回） 
                ４，４０９人 
    ２１，２２０ 千円÷４，４０９人≒４，８１３円 
 
   １件当たり計上単価 ４，８００円   

 
（平成２２年度実績） 
  収入 １６３，１４６，６００円 
  支出 １１７，１１４，６０２円 
  収支    ４６，０３１，９９８円 
 
 
 
過去３年度分の収支状況 
（参考）収支状況の推移 
 
 
 
 
 
 ※収支に投資額は含まない。 

年度  平成19年度  平成20年度  平成21年度  

収支  59,914,187円  57,400,323円 46,232,806円 

次期繰越 239,019,761円  72,399,595円 25,051,954円 

(財)柔道整復研修試験財団  
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（①） 
≪試験問題の作成から実施・登録までの過程≫ ≪試験実施体制≫ 

（試験問題の作成から実施までの業務） 
３月～ ５月 ： 試験委員の選任 
     ６月 ： 試験委員会年間会議進行説明（厚生労働省） 
     ６月 ： 試験委員の発令       
     ７月 ： 選任の届出（厚生労働省） 
７月～１１月 ：   試験委員会 
          （方針決定・出題依頼、問題選定、決定、校正） 
    １２月 ： 願書受付（試験問題部数決定） 
     １月 ： 問題印刷 
     ２月 ： 国家試験実施 
２月～ ３月 ： 採点処理 
     ３月 ： 試験委員会（合否判定） 
     ３月 ： 合格発表 
 
（免許登録等の業務） 
 ３月～５月 ： 新規免許登録業務 
 ４月～３月（随時） ： 書換え、再交付等の免許登録業務 
                                            
 ○試験委員会 
   ・年７回実施        
   ・試験委員長、副試験委員長及び試験委員  ４８名 
   ・財団側は理事長、事務局長以下４名 
   ・資料作成の期間として委員会毎に２～３週間が必要 
 
 ○試験委員 
   医学、歯科医学、心理学、言語聴覚士の大学教授、准教

授、病院長及び言語聴覚士学校・養成校の専任教員 
  
 ○出題は、２００問 

 ① 試験委員の確保 
    医学、歯科医学、心理学、言語聴覚士の大学教授、准教

授、病院長及び言語聴覚士学校・養成校の専任教員等の
言語聴覚業務に関する有識者の確保を行っている。 

 
 ② 出願受付・審査 
     出願者数  ２，３４９人 （平成２３年度） 
 
 ③ 試験会場の確保 
     毎年、全国で７カ所。受験者数に対応した大学キャンパ

ス等の試験会場を確保している。 
  
 ④ 試験運営 
   ・試験の実施箇所・場所 
     北海道、東京都（２箇所）、愛知県、大阪府、広島県及

び福岡県 
   ・担当人員数 
     財団本部  ６人 
     試験会場総括者、会場本部員、監督主任者及び 
     監督員  約 ２００人       
   ・ 試験本部長、試験本部員、試験総括者、監督主任者 
    及び試験監督員を配置し、試験の厳正かつ円滑な実 
    施を図っている。  
  
 ⑤ 合格発表 
    ・財団及び厚生労働省にて合格者名簿を公表 
    ・合格証書を送付 
    ・なお、速報として、財団及び厚生労働省のホームページ  
     において公表 

(財)医療研修推進財団 
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各指定試験機関・指定登録機関の状況（②） 

≪試験手数料の積算根拠≫ ≪試験事務の収支状況≫ 

○受験手数料：３４，０００円（平成２３年度改訂時） 
    人件費  ２５，１６７，４１８円 
   物件費  ７０，３０３，７９０円 
     計   ９５，４７１，２０８円 
 
   受験者数（大学・短期大学・専修学校・各種学校の充足率で   
         算出） 
               ２，８０８人 
    ９５，４７１，２０８円÷２，８０８人≒３４，０００円 
 
   １件当たり計上単価 ３４，０００円 
 
○免許登録手数料：８，０００円（平成１６年度改訂時） 
    人件費  ４，２３６，３９３円 
   物件費  ５，２１４，０００円 
     計   ９，４５０，３９３円 
 
   合格者数の平均（過去３回） 
                １，１７６人 
    ９，４５０，３９３円÷１，１７６人≒８，０３６円 
 
   １件当たり計上単価 ８，０００円   

（平成２２年度実績） 
  収入 １０２，８９０，２９０円 
  支出 １１３，４００，１１０円 
  収支 △１０，５０９，８２０円 
 

    
 
 
過去３年度分の収支状況 
（参考）収支状況の推移 
 
 
 
 
 
※収支に投資額は含まない。 

年度  平成19年度  平成20年度  平成21年度  

収支  11,389,165円  11,590,924円  △4,589,908円 

次期繰越 128,648,049円  105,468,811円  52,192,539円 

(財)医療研修推進財団 
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